
地方公共団体におけるバランスシートとは、これまでの行政活動によって形成された道路、建物や土地な
どの資産とその資産を形成するために要した負債や財源との関係を表したものです。ここでいう資産とは、
行政サービスを提供するために活用できる財産のことです。

負債負債負債負債 352.4億円億円億円億円
将来支払わなければならない金額

【将来世代の負担】
１．固定負債 316.9億円

２．流動負債 35.5億円

資産資産資産資産 1,187.2億円億円億円億円
現在、市が保有する資産の総額

【住民の財産】
１.公共資産 1,063.1億円

２．投資等 66.2億円

３．流動資産 57.9億円

資産資産資産資産 1,187.2億円億円億円億円
現在、市が保有する資産の総額

【住民の財産】
１.公共資産 1,063.1億円

２．投資等 66.2億円

３．流動資産 57.9億円

道路や学校など市
の施設や市有地の
総額

出資金や積立てた
基金などの総額

現金・預金、現金化
しやすい市税など
未収金の総額

資産形成のための
地方債や退職手当
などの総額

純資産純資産純資産純資産 834.8億円億円億円億円

【現世代の負担】
資産形成のためすでに支払った額

道路や学校整備な
ど財源として受け
た、国や県からの
補助金・市税など
の総額

バランスシートの比較(対前年度)

資産増の要因…基金保有等の増加
負債減の要因…ローン性資産の減少

負債 9.5億円減

純資産 18.4億円増

資産
8.9億円増

住民１人あたりのバランスシート(対前年度)

※平成26年3月31日現在の住民基本台帳
50,327人で算定

負債 70.0万円
(1.4万円減)

純資産 165.9万円
(4.8万円増)

資産
235.9万円

(3.4万円増)

行政コスト計算書(民間では損益計算書)とは１年間の行政サービスのコストとその対価を表したものです。
行政コストを種類別に区分して、行政サービスを提供するために、人や物等にどれだけコストがかかり、それ
に対する収入はどれくらいあるのかを把握できます。

①①①①経常経常経常経常行政行政行政行政コストコストコストコスト 200.3200.3200.3200.3億円億円億円億円
行政サービスを提供するためのコスト

１．人にかかるコスト 36.3億円
２．物にかかるコスト 63.4億円
３．移転支出的なコスト 91.7億円
４．その他のコスト 8.9億円

②②②②経常経常経常経常収益収益収益収益 7.87.87.87.8億億億億円円円円
行政サービスの直接対価としての収入

１．使用料・手数料 4.6億円
２．分担金・負担金・寄附金 3.2億円

③③③③純経常純経常純経常純経常行政行政行政行政コストコストコストコスト((((①①①①－－－－②②②②)))) 192.5192.5192.5192.5億円億円億円億円
※純資産変動計算書の純経常行政コストと一致

※移転支出的なコストとは、扶助費、他団体への補助費、他会計への繰出金などです。

【前年度との比較】
①経常行政コスト 1.3億円増加 ②経常収益 0.3億円増加 ③純経常行政コスト 1.0億円増加



資金収支計算書(=キャッシュフロー
計算書)とは、1年間の自治体における
収入と支出を性質別に分類して、支出
と財源の関係など資金の流れをみたも
のです。

①経常的収支 62.8億円
②公共資産整備収支 △16.8億円
③投資・財務的収支 △41.8億円

当年度の資金増減額 4.2億円

前年度末の資金残高 6.8億円
今年度末の資金残高 11.0億円

①経常的収支 62.8億円
②公共資産整備収支 △16.8億円
③投資・財務的収支 △41.8億円

当年度の資金増減額 4.2億円

前年度末の資金残高 6.8億円
今年度末の資金残高 11.0億円

行政サービスにかかる
収支

道路や学校などの整
備にかかる収支

投資・財務活動の資金
の支出と収入 １年間の資金の変動額

純資産変動計算書とは、
バランスシートの純資産の
部が1年間でどう変動した
のかをみたものです。

① 前年度の純資産残高 816.4億円

② 純経常行政コスト △192.5億円
③ 経常収入 212.2億円
④ 臨時損益 △1.0億円
⑤ 上記以外 △0.3億円

⑥ 今年度の純資産残高 834.8億円
(バランスシートの純資産合計と一致)

① 前年度の純資産残高 816.4億円

② 純経常行政コスト △192.5億円
③ 経常収入 212.2億円
④ 臨時損益 △1.0億円
⑤ 上記以外 △0.3億円

⑥ 今年度の純資産残高 834.8億円
(バランスシートの純資産合計と一致)

行政サービスにかかった
費用

地方交付税や地方税など

災害などで臨時にお金が
必要だった

【前年度との比較】
①経常収支 … 1.1億円増加
②公共資産整備収支 … 6.1億円減少
③投資・財務的収支 … 8.3億円増加
○収支全体 … 4.2億円増加

・プライマリーバランス 20.8億円
(対前年度 1.4億円減少)

※プライマリーバランスとは、地方債の新たな借入と返済を除いた収支
のバランスを表します。

【前年度との比較】
②純経常行政コスト … 1.0億円減少
③経常収入 … 4.2億円増加
④臨時損益 … 0.5億円減少
⑤上記以外 … 0.3億円増加
⑥純資産残高 … 18.4億円増加

※端数処理の関係で合計と一致しないものがあります。

財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表４４４４表表表表からわかるからわかるからわかるからわかることことことこと
○流動比率は163.1%となっており、流動資産合計が流動負債合計を上回っています。
※流動比率 … １年以内に支払う金額への資産の余裕度（流動資産合計/流動負債合計）

健全な運営には100%～150%以上必要とされます。
○資産に占める公共資産の金額が多いことから、建物の修繕・建替などで将来にわたり多額の負担が予想
されます。



負債負債負債負債 407.5億円億円億円億円
資産形成のために使われた金額

【将来世代の負担】
１．固定負債 366.0億円

２．流動負債 41.5億円

資産資産資産資産 1,373.81,373.81,373.81,373.8億円億円億円億円
現在、市が保有する資産の総額

【住民の財産】
１.公共資産 1,225.4億円

２．投資等 61.6億円

３．流動資産 86.8億円

資産資産資産資産 1,373.81,373.81,373.81,373.8億円億円億円億円
現在、市が保有する資産の総額

【住民の財産】
１.公共資産 1,225.4億円

２．投資等 61.6億円

３．流動資産 86.8億円

純資産純資産純資産純資産 966.3億円億円億円億円

【現世代の負担】
資産形成のためすでに支払った額

①①①①経常経常経常経常行政行政行政行政コストコストコストコスト 402.5402.5402.5402.5億円億円億円億円
行政サービスを提供するためのコスト

１．人にかかるコスト 42.0億円

２．物にかかるコスト 80.1億円

３．移転支出的なコスト 267.2億円

４．その他のコスト 13.2億円

②②②②経常経常経常経常収益収益収益収益 90.690.690.690.6億円億円億円億円
行政サービスの直接対価としての収入

１．使用料・手数料 5.1億円
２．分担金・負担金・寄附金 47.9億円
３．保険料 22.5億円
４．事業収益 14.0億円
５．その他 1.1億円

③③③③純経常純経常純経常純経常行政行政行政行政コストコストコストコスト((((①①①①－－－－②②②②)))) 311.9311.9311.9311.9億円億円億円億円
※資産変動計算書の純経常行政コストと一致

①経常的収支 64.9億円
②公共資産整備収支 △16.5億円
③投資・財務的収支 △43.0億円

当年度の資金増減額 5.4億円

前年度末の資金残高 74.7億円
今年度末の資金残高 80.1億円

①経常的収支 64.9億円
②公共資産整備収支 △16.5億円
③投資・財務的収支 △43.0億円

当年度の資金増減額 5.4億円

前年度末の資金残高 74.7億円
今年度末の資金残高 80.1億円

① 前年度の純資産残高 947.8億円

② 純経常行政コスト △311.9億円
③ 経常収入 330.7億円
④ 臨時損益 △1.0億円
⑤ 上記以外 0.7億円

⑥ 今年度の純資産残高 966.3億円
(バランスシートの純資産合計と一致)

① 前年度の純資産残高 947.8億円

② 純経常行政コスト △311.9億円
③ 経常収入 330.7億円
④ 臨時損益 △1.0億円
⑤ 上記以外 0.7億円

⑥ 今年度の純資産残高 966.3億円
(バランスシートの純資産合計と一致)



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 26,219,640

①生活インフラ・国土保全 64,292,122 (2) 長期未払金

②教育 23,572,511 ①物件の購入等

③福祉 1,581,715 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 1,314,116 ③その他

⑤産業振興 8,473,682 長期未払金計 636,511

⑥消防 1,072,311 (3) 退職手当引当金 4,831,030

⑦総務 5,860,434 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 106,166,891 固定負債合計 31,687,181

(2) 売却可能資産 146,958

公共資産合計 106,313,849 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 3,082,775

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 243,091

①投資及び出資金 948,344 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 219,343

投資及び出資金計 948,344 流動負債合計 3,545,209

(2) 貸付金 3,594

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 35,232,390

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 3,835,270

③土地開発基金 400,278 [純資産の部]

④その他定額運用基金 170,325 １　公共資産等整備国県補助金等 20,502,891

⑤退職手当組合積立金 1,106,957

基金等計 5,512,830 ２　公共資産等整備一般財源等 73,317,699

(4) 長期延滞債権 221,517

(5) 回収不能見込額 △ 66,485 ３　その他一般財源等 △ 10,447,146

投資等合計 6,619,800

４　資産評価差額 111,236

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 83,484,680

①財政調整基金 4,330,593

②減債基金 308,476

③歳計現金 1,096,901

現金預金計 5,735,970

(2) 未収金

①地方税 51,590

②その他 11,576

③回収不能見込額 △ 15,715

未収金計 47,451

流動資産合計 5,783,421

資　　産　　合　　計 118,717,070 負 債 ・ 純 資 産 合 計 118,717,070

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち18,749,125千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 36,132,100 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 29,302,415 千円 29,302,415 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 18,634 千円 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 3,044,405 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 3,724,073 千円 3,724,073 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 42,573 千円 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 32,577,300 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 7,949,391 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,008,392 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 22,619,517 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 3,554,800 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は17,971,080千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は76,064,826千円です。

0

0

【（翌年度償還予定）
地方債・（長期）未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

18,634

3,044,405

0

42,573

10,398,955

0

480,000

1,210,598

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

697

592,076

10,398,955

3,293,578

1,295,626

5,809,751

636,511

2,012,435

91,186

839,359

1,190,033

5,673,169

貸借対照表
（平成26年3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 3,350,503 16.8% 165,979 655,574 242,932 169,833 306,777 446,905 1,212,860 149,643 0

（２）退職手当引当金繰入等 64,740 0.3% 4,094 13,198 5,826 4,138 7,216 10,500 18,995 773 0

１ （３）賞与引当金繰入額 219,343 1.1% 10,866 42,918 15,904 11,118 20,083 29,257 79,400 9,797 0

小　　計 3,634,586 18.2% 180,939 711,690 264,662 185,089 334,076 486,662 1,311,255 160,213 0

（１）物件費 2,543,509 12.7% 177,973 632,075 275,442 691,063 161,768 98,918 498,534 7,736 0

（２）維持補修費 114,207 0.6% 33,518 34,278 1,646 1,979 29,069 2,915 10,802 0

（３）減価償却費 3,678,226 18.3% 1,862,389 688,812 121,705 58,508 586,247 67,027 293,538 0

小　　計 6,335,942 31.6% 2,073,880 1,355,165 398,793 751,550 777,084 168,860 802,874 7,736 0 0

（１）社会保障給付 4,751,578 23.7% 74,614 4,593,763 83,201

（２）補助金等 1,214,263 6.1% 29,907 89,440 340,349 183,796 266,534 23,438 278,136 2,663 0

３ （３）他会計等への支出額 2,634,898 13.2% 105,447 0 2,357,888 139,739 31,824 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

565,794 2.8% 66,232 0 174,085 39,052 216,266 241 69,918 0 0

小　　計 9,166,533 45.8% 201,586 164,054 7,466,085 445,788 514,624 23,679 348,054 2,663 0

（１）支払利息 433,242 2.2% 433,242

（２）回収不能見込計上額 2,512 0.0% 2,512

（３）その他行政コスト 451,692 2.2% 0 0 0 0 0 0 0 0 451,692

小　　計 887,446 4.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 433,242 2,512 451,692

20,024,507 2,456,405 2,230,909 8,129,540 1,382,427 1,625,784 679,201 2,462,183 170,612 433,242 2,512 451,692

（　構　成　比　率　） 12.3% 11.1% 40.6% 6.9% 8.1% 3.4% 12.3% 0.8% 2.2% 0.0% 2.3%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 461,095 54,197 18,904 301 100,049 3,498 807 12,268 0 0 0 271,071

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 317,523 795 2,638 291,894 0 3,219 0 13,678 0 0 0 5,299

778,618 54,992 21,542 292,195 100,049 6,717 807 25,946 0 0 0 276,370

ｄ／ａ 3.89% 2.2% 1.0% 3.6% 7.2% 0.4% 0.1% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0%

19,245,889 2,401,413 2,209,367 7,837,345 1,282,378 1,619,067 678,394 2,436,237 170,612 433,242 2,512 451,692 △ 276,370

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

行政コスト計算書
自　平成25年4月　1日

至　平成26年3月31日

２



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 81,637,954 19,841,800 72,290,043 △ 10,637,920 144,031

純経常行政コスト △ 19,245,889 △ 19,245,889

一般財源

地方税 4,275,335 4,275,335

地方交付税 9,990,007 9,990,007

その他行政コスト充当財源 1,155,703 1,155,703

補助金等受入 5,801,303 1,514,445 4,286,858

臨時損益

災害復旧事業費 △ 96,378 △ 96,378

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 △ 560 △ 560

損失補償履行確定額 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,333,713 △ 1,333,713

公共資産処分による財源増 0 56,996 △ 56,996 0

貸付金・出資金等への財源投入 465,513 △ 465,513

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 507,719 507,719

減価償却による財源増 △ 853,354 △ 2,824,872 3,678,226

地方債償還に伴う財源振替 2,504,025 △ 2,504,025

資産評価替えによる変動額 △ 32,795 △ 32,795

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0 0

期末純資産残高 83,484,680 20,502,891 73,317,699 △ 10,447,146 111,236

純資産変動計算書
自　平成25年4月　1日

至　平成26年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は1,000,000千円です

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は20千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　繰越金 △
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

9,587
2,079,819

25,322,285
380,731

2,146,600
273,060

24,225,384
3,773,722

252,612

△ 4,179,601

409,170

687,731

1,096,901

1,379

1,654

0

190,000

40,985

18,594

0

968,732

269

112,612

3,340,500

4,432,213

256,000

37,726

2,883,392

△ 1,687,266

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

10,100

3,927,332

565,794

77,532

4,570,658

1,780,346

809,320

1,147,280

515,517

916,801

21,805,550

6,276,037

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

4,278,160

9,990,007

4,019,578

456,958

303,986

177,263

4,751,578

1,214,263

433,242

2,444,754

210,585

15,529,513

資金収支計算書
自　平成25年4月　1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

3,931,582

2,543,509



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 70,069,648 ①普通会計地方債 26,219,640

②教育 23,572,511 ②公営事業地方債 4,544,849

③福祉 1,657,027  地方公共団体計 30,764,489

④環境衛生 10,322,705 (2) 関係団体

⑤産業振興 9,626,095 ①一部事務組合・広域連合地方債 1,638

⑥消防 1,072,311 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 5,860,437 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 1,638

⑨その他 207,669 (3) 長期未払金 636,511

有形固定資産合計 122,388,403 (4) 引当金 5,193,537

(2) 無形固定資産 0 （うち退職手当等引当金） 5,193,537

(3) 売却可能資産 146,958 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 122,535,361 (5) その他 0

固定負債合計 36,596,175

２　投資等

(1) 投資及び出資金 117,284 ２　流動負債

(2) 貸付金 3,594 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 5,688,647 ①地方公共団体 3,312,379

(4) 長期延滞債権 478,852 ②関係団体 539

(5) その他 0  翌年度償還予定額計 3,312,918

(6) 回収不能見込額 △ 126,021 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 240,000

投資等合計 6,162,356 (3) 未払金 348,652

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 231,661

３　流動資産 (6) その他 14,870

(1) 資金 8,018,868 流動負債合計 4,148,101

(2) 未収金 294,414

(3) 販売用不動産 394,854 負　　債　　合　　計 40,744,276

(4) その他 7,945

(5) 回収不能見込額 △ 36,730 [純資産の部]

流動資産合計 8,679,351 １　公共資産等整備国県補助金等 23,410,430

２　公共資産等整備一般財源等 82,846,884

３　他団体及び民間出資分 2,000

４　繰延勘定 0 ４　その他一般財源等 △ 9,740,304

５　資産評価差額 113,782

純資産 合計 96,632,792

資　　産　　合　　計 137,377,068 負債及び純資産合計 137,377,068

連結貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 3,802,798 9.4% 206,317 655,574 445,630 286,866 383,034 460,089 1,215,564 149,724 0

（２）退職手当等引当金繰入等 166,174 0.4% 31,388 13,198 28,742 54,854 7,624 10,500 19,095 773 0

１ （３）賞与引当金繰入額 231,661 0.6% 13,705 42,918 15,904 20,547 20,083 29,257 79,450 9,797 0

小　　計 4,200,633 10.4% 251,410 711,690 490,276 362,267 410,741 499,846 1,314,109 160,294 0

（１）物件費 3,479,545 8.6% 329,274 632,075 527,129 953,298 431,971 98,918 499,073 7,807 0

（２）維持補修費 182,815 0.5% 45,268 34,278 1,646 55,753 32,153 2,915 10,802 0

（３）減価償却費 4,350,335 10.8% 2,127,810 688,812 125,977 400,355 646,805 67,027 293,549 0

小　　計 8,012,695 19.9% 2,502,352 1,355,165 654,752 1,409,406 1,110,929 168,860 803,424 7,807 0

（１）社会保障給付 14,282,557 35.5% 74,614 14,124,742 83,201

（２）補助金等 11,865,304 29.5% 30,023 89,440 11,112,729 74,260 257,002 19,731 279,535 2,584 0

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

569,731 1.4% 66,232 0 174,085 42,989 216,266 241 69,918 0 0

小　　計 26,717,592 66.4% 96,255 164,054 25,411,556 200,450 473,268 19,972 349,453 2,584 0

（１）支払利息 564,119 1.4% 564,119

（２）回収不能見込計上額 △ 5,952 0.0% △ 5,952

（３）その他行政コスト 762,303 1.9% 131,325 0 152,425 17,396 9,465 0 0 0 451,692

小　　計 1,320,470 3.3% 131,325 0 152,425 17,396 9,465 0 0 0 564,119 △ 5,952 451,692

40,251,390 2,981,342 2,230,909 26,709,009 1,989,519 2,004,403 688,678 2,466,986 170,685 564,119 △ 5,952 451,692

（　構　成　比　率　） 7.4% 5.6% 66.4% 4.9% 5.0% 1.7% 6.1% 0.4% 1.4% 0.0% 1.1%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 510,035 54,197 18,904 301 148,989 3,498 807 12,268 0 0 0 271,071

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 4,788,998 31,631 2,638 4,606,148 97,680 2,673 0 12,828 0 0 0 35,400

３ 保 険 料 2,256,013 2,256,013

４ 事 業 収 益 1,396,730 448,996 0 0 634,221 313,513 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 107,237 2,681 0 62,999 16,297 25,260 0 0 0 0

9,059,013 537,505 21,542 6,925,461 897,187 344,944 807 25,096 0 0 0 306,471

ｂ／ａ 22.5% 18.0% 1.0% 25.9% 45.1% 17.2% 0.1% 1.0% 0.0% 0.0% 0.0%

31,192,377 2,443,837 2,209,367 19,783,548 1,092,332 1,659,459 687,871 2,441,890 170,685 564,119 △ 5,952 451,692 △ 306,471（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　　平成25年4月　1日

至　　平成26年3月31日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 94,778,607 22,748,549 81,759,545 2,000 △ 9,875,518 144,031

純経常行政コスト △ 31,192,377 △ 31,192,377

一般財源

地方税 4,275,335 4,275,335

地方交付税 9,990,007 9,990,007

その他行政コスト充当財源 4,704,796 4,704,796

補助金等受入 14,101,553 1,628,713 12,472,840

臨時損益

災害復旧事業費 △ 96,378 △ 96,378

公共資産除売却損益 134 134

投資損失 △ 560 △ 560

収益事業純損失 0 0

その他 0 0

基金積立金 0 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 2,562,501 △ 2,562,501

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 465,513 △ 465,513

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 1,654 1,654

減価償却による財源増 △ 966,832 △ 3,383,503 4,350,335

地方債償還に伴う財源振替 2,581,634 △ 2,581,634

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 △ 32,795 △ 32,795

無償受贈資産受入 2,546 2,546

その他 101,924 0 △ 1,137,152 1,239,076

期末純資産残高 96,632,792 23,410,430 82,846,884 2,000 △ 9,740,304 113,782

連結純資産変動計算書
自　　平成25年4月　1日

至　　平成26年3月31日



（単位：千円）

人件費
物件費
社会保障給付
補助金等
支払利息
その他支出
支 出 合 計
地方税
地方交付税
国県補助金等
使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金
保険料
事業収入
諸収入
地方債発行額
長期借入金借入額
短期借入金増加額
基金取崩額
その他収入
収 入 合 計
経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出
公共資産整備補助金等支出
地方独立行政法人公共資産整備支出
一部事務組合・広域連合公共資産整備支出
地方三公社公共資産整備支出
第三セクター等公共資産整備支出
支 出 合 計
国県補助金等
地方債発行額
長期借入金借入額
基金取崩額
その他収入
収 入 合 計
公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金
貸付金
基金積立額
定額運用基金への繰出支出
地方債償還額
長期借入金返済額
短期借入金減少額
収益事業純支出
その他支出
支 出 合 計
国県補助金等
貸付金回収額
基金取崩額
地方債発行額
長期借入金借入額
公共資産等売却収入
収益事業純収入
その他収入
収 入 合 計
投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額
当年度資金増減額
期首資金残高
経費負担割合変更に伴う差額
期末資金残高

0

0
210,000

△ 4,296,329

1,654

41,119

190,000

8,018,868
3,023

0

0

543,298

252,964

7,472,547

18,812

0

0

257,424
178,782

3,392,808
△ 1,653,635

1,379

3,668,209

10,100
0

4,549,293
0

344,945
4,641,159

1,021

6,493,262

269
660,715

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

5,046,443

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

3,479,545

0
1,059,420

0

1,897,182

0

2,272,643
1,358,018

0

585,739

562,379
541,065

212,180
1,147,280

連結資金収支計算書
自　　平成25年4月　1日
至　　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
4,420,753

9,990,007
12,242,155

4,459,683

14,282,580
11,865,305

505,898
4,652,444

41,644,889

35,151,627
4,278,160


